
令和8年7月30日

件名： 科学技術文献情報提供事業に係るコンテンツ提供サービス事業　2026新サービス公募

Ｎｏ 意見対象 意見項目 意見・質問内容 回答内容

1
新サービス枠

仕様書（案）

仕様書（案）P1２
（6） 事業の FS（実現可
能性調査・Feasibility

Study）

フィジビリティスタディ（FS）を実施する方が、早めにデータの評価や
データを確認することができるのか。また、ＦＳと契約交渉を並行して進
めることはできるのか。

もっとも早い確認や評価はFS実施時となりますが、対象はFSに必要な一部のJST提供データと
なります。一方、すべてのJST提供データの確認等は契約締結後となります。なお、FSと契約交
渉（FS前の初期の契約交渉であっても、FS後の本契約交渉であっても）を並行して進めることは
できません。

2
新サービス枠

仕様書（案）

仕様書（案）P9
（3） JST 提供データの

AI 利用

国内法人の顧客がサービスにおけるAIを活用し、アウトプットとなった
データを海外企業に渡す場合、出版社との関係に問題はあるか。

JST提供データ等の利用範囲は、原則、顧客である法人内に限られます。表示や印刷、ダウン
ロード等のいかなるアウトプットの形式であっても法人外に流出することは避けてください。なお、
出版社等と個別に再実施の交渉・確認を行い、許諾が得られた場合は、許諾内容に沿った外部
提供が可能となります。

3
新サービス枠

仕様書（案）

仕様書（案）P9
（3） JST 提供データの

AI 利用
提供されたデータのAI利用可否の判別はどのように行えばよいのか。

提供する国内誌および外国誌の文献データについて、国内誌は比較的柔軟な実施条件の適
用の可能性がある一方で、外国誌につきましては、事業選定後にJSTが出版社等と個別に交
渉・確認を行うため、その確認内容や許諾範囲に応じてAI利用可否が決定します。
また、実際のデータ提供時に「文献利用条件フラグ」のAI利用可否の判別情報を採択事業者へ
共有します。この判別情報に基づきデータを利用してください。なお、外国誌など個別交渉等が
必要なデータについては、採択後に順次交渉・確認を進め、判別情報を更新等することになりま
す。

4
新サービス枠
仕様書（案）

仕様書（案）P24
<文献利用条件フラグに
ついて>

個々のデータの利用条件を文献利用条件フラグとして提供すると
記載がありますが、現時点でAI利用条件フラグに設定される分類を
具体的に教えて頂きたいです。

現時点で想定・提供されるフラグの分類例としては以下のような区分を想定して検討中です。※
詳細は関係資料の閲覧において最新の資料等をご参照ください。

・JSTにおける利用分類
・事業者のサービス別の利用分類
・事業者のサービスの機能別の利用分類

5
新サービス枠
仕様書（案）

仕様書（案）P9-10
9. 事業実施の条件 (3)
JST 提供データのAI利
用

提供データのAI許諾範囲について、教えてください。
具体的には、AIの許諾はAIの処理（要約・要素抽出・提供データによる
チューニング・再学習）により範囲が異なり、許諾が得られるデータが限
定される感が出ています。
文献・シソーラス・自動翻訳システム・自動索引システムでの生成AI利
用の基準・範囲・目安等を明示して頂きたく存じます。

AIの許諾はサービスや機能を対象に交渉等を行うため、その確認内容や許諾範囲に応じてAI
利用が決定します。
(文献データ）提供データに対する生成AIの利用許諾範囲は、データの権利者（出版社等）との
契約や許諾条件に依存し、ご提案内容毎に精査・判断します。国内誌は既存条件に適合する
かをJSTが判断等し、外国誌は出版社等との交渉等により判断等されます。
（シソーラス）JSTシソーラス辞書は、生成AIの利用を可能とします。生成AIによるJSTシソーラス
辞書の二次創作物についてはご提案内容に応じて判断等します。
（機械処理化システム）自動翻訳システム・自動索引システムそのものに対して生成AIの利用を
可能としますが、入力・出力データについては上記をご参照ください。

6
新サービス枠

仕様書（案）

仕様書（案）P9
（3） JST 提供データの

AI 利用

データ区分において利用の可否があるが、自社サービス強化枠にお
いて、自社サービスで既にAIを利用をしている場合でも、AI機能によっ
ては文献データの利用が不可になる場合があるのか。

新サービス事業者枠・自社サービス強化枠のいずれかを問わず、JST提供データのAI利用可否
は「出版社等との契約における許諾条件」および「データの利用範囲・利用制限」に基づき、提
案されるAI機能や用途ごとにJSTが個別に精査・判断します。そのため、既存サービスで既にAI
を導入されている場合であっても、具体的なAIの仕組みや機能によっては特定の文献データが
利用不可と判定されることがあります。

7
新サービス枠
仕様書（案）

仕様書（案）P9-10
9. 事業実施の条件 (3)
JST 提供データのAI利
用

文献データは、AIに学習させたものを自社サービスに蓄積できないと
いうことが、ＪＳＴデータを使う上での契約条件となると考えてよろしいで
しょうか？

文献データをAIモデルへ学習させることは原則禁止です。一部、国内誌等を自社モデルへ学習
させるなど利用可能な場合があり、ご提案内容毎に精査・判断します。
なお、学習に利用する場合、文献データの蓄積は出来ません。また、文献データをAIモデルに
学習させて得られた中間データ・モデル重み・各種パラメータ・学習済みAIモデル等の本事業
以外へ転用することはできません。

8
新サービス枠
仕様書（案）

仕様書（案）P26
4. 利用可能なデータの
許諾例
について

ＪＳＴデータは、自社のサービスから直接サービス提供するのみあり、
データ販売など、顧客へのデータ移転はできないという考え方と認識し
ましたが、間違いがないかご教授願います。

ご理解の通りです。本公募においては、JST提供データそのものの他者への移転（データ販売
等）はできません。

9 その他
サービスおよび文献
データの拠点制限につ
いて

出版会社等からコンテンツ利用許諾を頂いたものについて、サービス
提供は国内法人・事業主に限定されており、文献利用やAI利用につ
いては国内限定で利用許諾されているもの考えていますが、認識は
合っていますでしょうか。
また、国内法人であっても、海外拠点では利用できないなどの利用条
件があれば教えてください。

仕様の通り、サービス提供は日本国内に拠点を有する法人に限定されており、文献データの利
用は、日本国内に設置のシステムで実施することとしています。海外での利用については、個人
情報や技術情報の輸出など関係諸法を遵守してください。

回　答　書
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10
新サービス枠

仕様書（案）

仕様書（案）P15
　（12）データ等の利用
許諾に対する対価

ロイヤリティ9％より上げて提案する意図は何か。
固定ロイヤリティの算定料率は、データ利用料に対する対価を適正に評価するための価値指標
と考えております。ご提案内容の価値を適正に評価・把握する目的で、9％より引き上げることも
可能としております。

11
新サービス枠

仕様書（案）

仕様書（案）P15
　（12）データ等の利用
許諾に対する対価

事業期間5年の間で固定ロイヤリティの見直しはあるのか。
原則としては契約締結時に合意した算定式・料率等に基づいて運用します。
ただし、仕様書の通り、事業開始後の実施状況、JSTが設置する有識者委員会の意見、及びJST
の見解等を踏まえ、事業者とJSTとで協議・合意の上で調整・見直しを行うことが可能です。

12
新サービス枠
仕様書（案）

仕様書（案）P15
　（12）データ等の利用
許諾に対する対価

変動ロイヤリティは当初3年間の免除はないことについて、改めて確認
となります。
具体的には、固定ロイヤリティ免除期間中の変動ロイヤリティ算出式上
の固定ロイヤリティの扱いは以下となるという理解で合っていますでしょ
うか。

例）固定ロイヤリティ＝売上×9％で提案した場合、
当初3年間
変動ロイヤリティ算出式
　　＝利益 × X%－（固定ロイヤリティ=0※免除期間のため）

ご理解の通り、固定ロイヤリティは当初3年度は免除があり、すべての算定式（固定ロイヤリティの
算定式および変動ロイヤリティの算定式）に適用されます。

13
新サービス枠
仕様書（案）

仕様書（案）P15
　（12）データ等の利用
許諾に対する対価

変動ロイヤリティ方式について教えてください。
10億円未満の段階ではロイヤリティは、初年度営業利益10%
次年度以降+10%となり、10億円以上になった時点で50％になるという
理解で合っていますでしょうか。

ご理解の通り、第1会計年度（R9年度）の税抜売上高が10億円未満の場合は変動ロイヤリティの
算定料率は10%です。
同様に第2会計年度（R10年度）の税抜売上高も10億円未満の場合は変動ロイヤリティの算定料
率は20%となります。
第3会計年度（R11年度）の税抜売上高が10億円以上になった場合は50%となります。
第4会計年度（R12年度）の税抜売上高が10億円未満になった場合は変動ロイヤリティの算定料
率は40%となります。

14
新サービス枠
仕様書（案）

仕様書（案）P15
　（12）データ等の利用
許諾に対する対価

自社サービス強化タイプにおける売上算定方法について、既存の売
上との区別をすることが必要になると思いますが、記載方法について
基準を教えてください。

既存サービスにJST提供データを用いて強化する場合、当該データが寄与した売上高・営業利
益の全体、ならびに当該データの寄与を特定や算定等する客観的に説明および特定可能な基
準や区分等の根拠を記載して下さい。

以下の例も参考に記載して下さい。なお、いずれの場合も契約交渉においてJSTが詳細を確認
し、事業者・JST双方が合意した内容で実施されます。

1. 機能追加に伴う値上げ分・新プラン売上：JST提供データ利用によって新設された新プラン等
の売上高を全額対象とする。

2. 利用率・寄与度による按分：全売上のうち、JST提供データを利用した機能のアクセス数・利用
頻度等のログに基づき合理的に算出・按分する。

15
新サービス枠
仕様書（案）

仕様書（案）P34
4.財務会計管理

JSTから追跡可能な形で区分し、管理することとあるが、自社事業と、本
事業の売上、原価、費用を明確に区分し、伝票等のエビデンスを残す
という理解で合っていますでしょうか？
（国・自治体での確定検査と同様に、監査があるという理解で合ってい
ますでしょうか？）
伝票を管理する上で、守らないといけない基準があればご教示くださ
い。

ご理解の通りです。 本事業に係る売上・直接費用・原価については、自社の通常事業と明確に
区分（専用の勘定科目・プロジェクトコード等の設定）して経理処理を行い、計算書類（本支払い
処理に係る会計帳簿及び信憑書類）を整備し、保存・管理する必要があり、JSTによる書面・実地
監査（確定検査等に準じる確認）が毎年度行われます。

16
技術補完事業

者枠
仕様書（案）

仕様書（案）P.14
(12) データ等の利用許
諾に対する対価に記載
されている
データ等利用料の算定
式

技術補完事業者は、ロイヤリティの支払いが不要と認識しましたが、
これは、既採択者がＪＳＴと契約や手続きなどについて、実施してくれる
ためということでしょうか？

ご理解の通りです。 ロイヤリティ支払いは、JST提供データを活用して直接サービスを提供し収
益を得る者「新サービス事業者枠の既採択事業者（主契約者）」が負う義務となります。技術補完
事業者は主契約者からの委託・協働等の補完として技術提供を行う立場であり、データ活用の
主体・事業主体ではないため、JSTとの直接的なロイヤリティ支払い義務は発生いたしません（既
採択事業者と技術補完事業者との連携等に関わる必要な費用や対価等については別途当該
二者間でご調整ください）。

17
新サービス枠
仕様書（案）

仕様書P18
（16）サービスおよび事
業等の撤退

やむを得ずサービスを撤退する場合のうち、事業を他社へ移管する場
合は、貴機構との契約条件（ロイヤリティ条件、JST提供データ利用条
件、体制・事業実施体制、計画書・報告書提出、財務会計管理等）も、
他社に同等条件で引き継がれることが前提という理解で合っています
でしょうか？
また、顧客移行やサービス移行など、守らないといけない条件を提示く
ださい。

ご理解の通り、事業移管は可能な限り元となる事業の遂行状況や環境等が継承されることを前
提としています。また、事業移管時には原則として本公募で提示する仕様書等の条件、提案内
容、契約内容等について同等条件で承継することが前提条件となります。

18
技術補完事業

者枠
仕様書（案）

仕様書（案）P.8
8. 事業内容-(1) JDream
サービスへの技術補完

技術補完者の提供するサービスは、既採択者のJDreamサービス既存
顧客への販売や、販売網（代理店）の活用、既採択者が独自に持つ
サービスとの連携が可能になるということでしょうか？

技術補完事業者は本事業において自らのサービスを提供しません。
技術補完事業者は、昨年度の既採択事業者が本事業において実施するサービスへの技術的
協力等の貢献という関与を期待しています。技術補完事業者はサービス提供以外の技術的協
力等の際に、既採択事業者の有する本事業採択サービスや、販売網や既存顧客等を活用する
ことも可能です。
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